
事業概要
民間の空き家、行政の所有する空き家、そして移住者のニーズのすべての情報を集約し、町や不動産業者と連携しつつ空き家を活
用する法人を立ち上げる。事業化第1号として、町が所有する物件を民間の資金のみで改修し、賃貸物件として運用する。

取組内容及び成果

1.公民連携を推進する法人（株）goodhoodを立ち上げ

• 民間の空き家・行政所有の空き家、移住希望者情報のすべてを持ち、
民間と行政の垣根を越えて効果的に空き家を活用する法人を立ち上げ
た。

• 町内の不動産業者等が参加する移住定住促進協議会とも連携しつつ
も、不動産仲介業は営まない会社が間に入ることで、中立の立場で空
き家の活用・流通ができる。

2.町有空き家を活用した賃貸住宅の整備
• 辰野町が所有し現在空き家となっている
旧医師住宅を、（株）goodhoodが借り上
げ、改修を施し、民間の賃貸住宅として
10年間運用する。

• PFIを活用し、町は物件を低廉な価格で
貸し出す代わりに、補修等の費用は一切
負担しない契約形態となった。

3.公有財産調査
・町が所有する現在活用していない物件に
ついて、今後活用する際の基礎データとす
べく、全件外観調査を行った。
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株式会社goodhood

公民連携を推進する法人（株）goodhoodの設立

• これまで空き家関連業務は町内の不動産
会社の1社が担当していた。しかし他にも
空き家を取り扱う業者が存在する中で、特
定の不動産業者が空き家の情報や移住
希望者情報を独占することは公平性の観
点から難しかった。

背景 取組

• 民間と行政の空き家を一手に扱う会社を
設立。町や移住定住促進協議会と連携し
つつも、中立の立場を保ち、町全体の需
給バランスを把握しながら専門的見地か
ら事業推進や町への助言、提案を行う。

• 具体的な空き家活用として、
①民間空き家を活用した行政サービスの創出
②行政の空き家を活用した民間賃貸住宅の整備
（→次ページで解説）

を行った。
• ①については、民間の空き家を活用した移住体験施設の整
備を提言。事業計画の作成と、空き家所有者との交渉の仲介
を行った。来年度以降、辰野町の事業として運用する。



株式会社goodhood

町有空き家を活用した賃貸住宅の整備

• 移住者がいきなり物件を購入することは
難しく、賃貸物件の需要が高いが、空き家
所有者は空き家を処分したいと考えてい
る場合が多く、ほとんどが売買の物件であ
るというギャップがある。

• 他方、町も活用の予定はないが解体費が
捻出できず放置している物件を所有して
いる。

背景 取組

• PFIを活用し、10年間の契約で（株）
goodhoodが物件を借り受け、民間の賃
貸住宅として運用。

• 町から運用に関する条件等を極力付さな
い代わりに、改修等の金銭的負担の一切
を（株）goodhoodで負う。



株式会社goodhood

公有財産調査

• 町立病院附属の医師住宅、教職員住宅、
町営住宅など、町が所有する現在は使用
していない物件があるが、所管する部署
がそれぞれ異なるために、全体としての活
用ができていない。

• 行政内部には不動産の専門家はおらず、
まだ居住できるのか、どの程度の費用で
改修できるのか等の判断がつかない。

背景 取組

• 今後の活用の基礎データとすべく、町の
保有する活用していないすべての物件に
ついて外観調査を行った。

• 移住者のニーズと照らし、立地や状態、物
件の面積等の諸要件から今後活用を見
込める物件を抽出した。

• すぐにでも活用が可能な物件が２件、
物件の詳細な状態次第で可能なものが
２箇所（計９棟）あった。
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